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国家戦略特区等提案 「大津市」 追加資料 

１．地域密着特別養護老人ホームの提案 

２．自家用自動車の活用 

３．自動運転サービスの実施 

４. その他

(1) ２０２０ 自動運転の実用化へ

(2)シェアサイクルの取組み

平成３０年８月２０日 
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具体的提案事項と効果 

〔提案〕 

◆設置主体：社会福祉法人に医療法人を追加
  ･･･施設設置行動の拡大、医療連携の充実 

◆地域密着型を細分し、「小規模サテライト型」

を新設 (入所対象・人員・設備基準の緩和)
・・・地域密着型における小規模設置・運営の限界

〔効果〕 

◆入所待機者の減少

◆建設補助経費および施設運営経費の効率化
・・・需要年次および数に応じたフレキシブルな対応が可能

◆空き家・空き店舗等、遊休資産の利活用

１．地域密着特別養護老人ホームの提案 
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提案イメージ 

広域型特別養護老人ホーム 

地域密着型特別養護老人ホーム 

小規模サテライト型特別養護老人ホーム 

《サテライト》 

《サテライト》 

  《サテライト》 

〔設置主体〕 
社会福祉法人 
および 
医療法人 

※「小規模サテライト型」(指定基準緩和含む)を法(条例設置も可)に追加する。

１．地域密着特別養護老人ホームの提案 

２ 
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小規模サテライト型の提案内容 

◆空き家・空き店舗等の利活用 

◆定員５人以下の規模 

◆要介護３以下の低い介護依存度の受入れ 

◆人員配置基準を必要最低限に緩和(別ｼｰﾄ) 

 →本施設の病院・診療所・訪問介護st・ﾘﾊﾋﾞﾘ等との連携対応 

◆設備基準を住家・店舗に沿う限度に緩和 
 →本施設等の活用・連携、低介護対象者     (別ｼｰﾄ) 

◆土地および建物は民間からの賃貸借活用 

 

１．地域密着特別養護老人ホームの提案 

３ 
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人員配置基準 

指定基準 

１．地域密着特別養護老人ホームの提案 

４ 
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設備基準 

１．地域密着特別養護老人ホームの提案 

５ 
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２．自家用自動車の活用（１） 

提案 
の 
骨子 

◆自家用自動車の活用による外国人観光客の移動手段の確保 
   外国人観光客を対象とした自家用有償運送を導入 
◆岩盤規制・・道路運送法第７８条の規定：自家用自動車による有償運送の 
   禁止 

課題 
の 
整理 

◆国家戦略特区法の一部改正附帯決議において、自家用有償運送事業の実 
    施にあたっては既存の有償運送事業者（タクシー事業者等）との協議を十 
    分に行うべく努めることとされており、タクシー事業者との協議は不可欠 
◆NPO法人等をはじめとして、民間事業者も含めた実施主体の設立を検討す 
    ることが必要 

認定後
の 

具体的
方策 

◆外国人観光客を対象とした自家用有償運送の導入を目指し、タクシー事業 
   者等との協議を進める。 
◆ＮＰＯ法人等をはじめとして、民間事業者も含めた実施主体の設立を進める。 
◆配車システム事業者との調整を進め、自家用有償運送サービスを導入する。 

６ 
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①提案の骨子 

• 道路運送法78条（抜粋） 
 自家用自動車は、有償で運送の用に供
してはならない。 

特区による 

法規制の緩和 

•外国人観光客等を対象とした輸送
サービスの仕組みを確立 

自家用有償運送の
実施 

•外国人観光客の移動手段として活用 

•交流人口の増加による地域の活性化 
自家用自動車の 
活用による 

地域の課題解決・ 
活性化 

②課題の整理 

 国家戦略特区法の一部改正附帯決議において、既存の有
償運送事業者（タクシー事業者等）との十分な協議が必要と
されている。 

２．実施主体の設立 

１．タクシー事業者との協議 

 ＮＰＯ法人等をはじめとして、民間事業者も含めて実施主体
の設立を検討することが必要。 

③具体的方策 

外国人観光客を対象とした自家用有償運送の実施 
○事業スキーム（案） 

配車システム事業者 

実施主体 
（ＮＰＯ・民間等） 

①依頼 

②連絡（マッチング） 

③お迎え・移動 
④支払い 

相互連携 

徴収料金 

委託料 

登録ドライバー 

   利用者 
   （外国人観光客） 

④スケジュール（案） 

H30

2月 3月 4月 ～ 5月10月 11月

Ｈ31

9月 12月 1月 2月 ～ ～

シェアリングエコノミー協会との協議

配車システム事業者（ｎｏｔｔｅｃｏ）と
大津市の間で協定締結

タクシー事業者との協議

大津市地域公共交通活性化協議会

にて協議

項目

実施主体の設立

（ＮＰＯ、民間等）

拠点となるホテル、旅館、

観光案内所との調整

事業実施準備

外国人観光客向け

自家用有償運送の実施

～11月 12月 1月 2月 ～ 5月

H30 Ｈ31

3月 4月 5月 ～ 9月 10月

関係者協議

項目

実施主体の設立

（ＮＰＯ、民間等）

事業実施準備

外国人観光客向け

自家用有償運送の実施

２．自家用自動車の活用（１） 

７ 
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２．自家用自動車の活用（２） 

提案 
の 
骨子 

◆自家用自動車の活用による、交通不便地域の市民を対象とした移動手段の 
  確保 
◆岩盤規制・・道路運送法第７８条の規定：自家用自動車による有償運送の禁止 

課題 
の 
整理 

◆国家戦略特区法の一部改正附帯決議において、自家用有償運送事業の実施 
    にあたっては既存の有償運送事業者（タクシー事業者等）との協議を十分に 
    行うべく努めることとされており、タクシー事業者との協議は不可欠 
◆NPO法人等をはじめとして、民間事業者も含めた実施主体の設立を検討する 
    ことが必要 

認定後 
の 

具体的 
方策 

◆交通不便地域の市民を対象とした自家用有償運送の導入を目指し、タクシー 
   事業者との協議を進める。 
◆ＮＰＯ法人等をはじめとして、民間事業者も含めた実施主体の設立を進める。 
◆配車システム事業者との調整を進め、自家用有償運送サービスを導入する。 

８ 
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２．自家用自動車の活用（２） 

②課題の整理 

 国家戦略特区法の一部改正附帯決議において、既存の有
償運送事業者（タクシー事業者等）との十分な協議が必要と
されている。 

２．実施主体の設立 

１．タクシー事業者との協議 

 ＮＰＯ法人等をはじめとして、民間事業者も含めて実施主体
の設立を検討することが必要。 

～11月 12月 1月 2月 ～ 5月

H30 Ｈ31

3月 4月 5月 ～ 9月 10月

関係者協議

項目

実施主体の設立

（ＮＰＯ、民間等）

事業実施準備

交通不便地域の住民を対象とした

自家用有償運送の実施

• 道路運送法78条（抜粋） 
 自家用自動車は、有償で運送の用に供して
はならない。 

特区による 

法規制の緩和 

•交通不便地域の住民を対象とした輸送サービ
スの仕組みを確立 

自家用有償運送
の実施 

 

•交通利便性の向上による地域の活性化 

自家用自動車の 
活用による 

地域の課題解決・ 
活性化 

③具体的方策 
交通不便地域の市民を対象とした自家用有償運送の実施 

○事業スキーム（案） 

配車システム事業者 

①依頼 

②連絡（マッチング） 

③お迎え・移動 
④支払い 

相互連携 

徴収料金 

委託料 

登録ドライバー 

利用者 
（交通不便地域の住民） 

実施主体 
（ＮＰＯ・民間等） 

①提案の骨子 

④スケジュール（案） 

９ 
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３．自動運転サービスの実施 

提案 
の 
骨子 

◆自動運転レベル４（完全無人運転）の早期サービス提供に向け、葛川地域に 
    おいて完全無人自動運転での実証実験を進める。 
◆岩盤規制・・道路交通法70条、ジュネーブ条約の規定：運転者による適正な 
   操縦  

課題 
の 
整理 

◆現行制度では、自動運転車は運転者の制御下にあることが必要条件となり、 
   完全無人自動運転はできない。 
    ただし、遠隔操作での無人自動運転は可能（警察庁通達より）。 

認定後 
の 

具体的 
方策 

 

◆平成２９年度に国土交通省に選定され葛川地域におけるフィージビリ 
    ティスタディを実施。 ⇒国土交通省との連携を継続。 
◆京阪バス㈱ＩＣＴ推進部との連携により、完全無人自動運転による実証実験 
    に向けて検討する（技術提供：堀場製作所等）。 
◆葛川地域を対象に実証実験を行うため、地域住民、事業者、警察、学識経験 
    者、行政等から成る協議組織を設置し、協議・調整を図る。 

１０ 
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②課題の整理 
○道路交通法70条（抜粋） 
（安全運転の義務） 
第七十条 車両等の運転者は、当該車両等のハンドル、ブレーキその他の装置を確実に操作し、かつ、

道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような速度と方法で運転しなけれ
ばならない。 

○ジュネーブ道路交通条約（抜粋） 
第8条第1項：一単位として運行されている車両又は連結車両には、それぞれ運転者がいなければならな
い。 
第8条第5項：運転者は、常に、車両を適正に操縦し、又は動物を誘導することができなければならない。

運転者は、他の道路使用者に接近するときは、当該他の道路使用者の安全のために必要な注意を払わ
なければならない。 
第10条：車両の運転者は、常に車両の速度を制御していなければならず、また、適切かつ慎重な方法で

運転しなければならない。運転者は、状況により必要とされるとき、特に見とおしがきかないときは、徐行
し、又は停止しなければならない。 

現行制度では、自動運転車は運転者の制御下にあることが 
必要条件となり、完全無人自動運転はできない。 
※遠隔操作での無人自動運転は可能（警察庁通達より） 

④スケジュール 

完全無人自動運転の実証運行を 
実施することで国の目標達成に寄与 

平成37年度

市内の各地域における
無人自動運転サービスの実施

＜レベル４＞

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 ～

国家戦略特区
の区域指定を
受けた場合

実証運行
＜レベル３＞

無人自動運転
実証運行

＜レベル４＞
普及・拡大

葛川地域等での
無人自動運転サー

ビスの開始
＜レベル４＞

市内の各地域における
遠隔操作または

無人自動運転サービスの実施

＜レベル４＞

全国の各地域で高齢者等が

自由に移動できる社会
＜レベル４＞

本市の取組
（採用されな
かった場合）

実証運行に向け
たＦＳ調査
（国交省）

実証運行
＜レベル３＞

遠隔操作によ
る実証運行
＜レベル４＞

葛川地域等での

遠隔操作による自
動運転サービスの

開始
＜レベル４＞

普及・拡大

国の目標
※官民ITS構
想・ﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ
2017より

公道における実証運行

限定地域での
無人自動運転サー

ビスの開始

＜レベル４＞

普及・拡大

• 道路交通法70条、ジュネーブ条約 
特区による 

法規制の緩和 

•産学官の連携で実証実験 

•葛川地域独自のビジネスモデルの検証 
完全無人自動運転の実

証実験 

•地域住民の移動手段として活用 

•レジャー、観光客の移動手段として活用 

•道の駅等への特産品の配送手段として活用 

自動運転サービスによる 
地域の課題解決・活性化 

①提案の骨子 ③具体的方策 

完全無人自動運転サービスの早期実施を目指す 

※国土交通省資料より 

１．平成29年度に国土交通省に選定
され、葛川地域におけるフィージビリ
ティスタディを実施 

国土交通省との連携を継続 

２．京阪バス㈱ＩＣＴ推進部との連携
により完全無人自動運転による実証
実験の検討 
技術サポート：堀場製作所等 

１１ 

３．自動運転サービスの実施 
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４．（1） ２０２０ 自動運転の実用化へ 

１２ 

◆自動運転の目的 
 ・超高齢化社会における新たな移動手段 
 ・観光客の二次交通 
◆目標 
  市民、特に高齢者のために、２０２０年の自動運転 
  実用化を目指す 
◆平成３０年６月２９日 京阪バス（株）と協定締結 
 ・自動運転実用化プロジェクトの設立 
 ・実証実験の実施 
       ２０２０年実用化へ 
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自動運転の実用化 

 
 

自動運転実用化
プロジェクト

シンポジウムの開催

実証実験の方針・手法
の検討

実証実験

項目

H３０
６月

H３０
７月

H３０
８月

H３1
3月

協定締結

H３０
１１月

H３０
１２月 H３1年度 H３２年度

H３1
1月

H３1
2月

H３０
９月

H３０
１０月

【実証実験について】 調整

６月２９日

実証実験の結果も踏まえた

課題の検証

秋頃

課題の抽出・検討

【大津市全体での自動運転実用化に向けて】

実用化へ

１３ 
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４-（２）シェアサイクルの取組み 

平成３０年３月２０日 

㈱まちづくり大津と㈱OFO JAPANが包括連携協定を締結 

①取組み経緯 

１４ 

 

  １．市民生活の利便性向上 
  ２．観光の交通利便性の向上 
  ３．地域活性化 
  ４．シェアリングサービスの推進 
  ５．環境負荷の低減 

②取組み目的 

平成３０年４月２７日 

中心市街地及び三井寺・近江神宮周辺の観光エリアを中
心に運用開始。 

平成２９年１１月６日 

シェアリングエコノミー宣言 

平成２９年１１月８日 

（一社）シェアリングエコノミー協会よりシェリングシティ認定 

共同記者発表 サイクルポート 

③取組み状況 

シェアサイクルエリア 

サイクルポート ６６箇所 

自転車 ４００台導入 
琵琶湖 

平成３０年４月２６日 

大津市、㈱まちづくり大津、㈱OFO JAPANが共同記者発表 




